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東京大学の科学研究における行動規範 

 

 

１ 科学研究は、人類の幸福と社会の発展のために欠くべからざる活動である。

科学研究の成果は公開されることにより研究者相互の厳密な評価と批判にさ

らされ、それに耐え抜いた知識が人類共有の財産として蓄積され活用される。

科学研究に携わる者は、この仕組みのもとで人類社会に貢献する責務を負って

おり、またそれを誇りとしている。この科学者コミュニティの一員として、研

究活動について透明性と説明性を自律的に保証することに、高い倫理観をもっ

て努めることは当然である。 

 

２ 科学研究における不正行為は、こうした研究者の基本的な行動規準に真っ

向から反するものである。のみならず、研究者の活動の場である大学に対する

社会の信頼をいちじるしく損ない、ひいては科学の発展を阻害する危険をもた

らす。それは、科学研究の本質そのものを否定し、その基盤を脅かす、人類に

対する重大な背信行為である。 

  それゆえ、科学研究を行うにあたっては、捏造、改ざん、盗用を行わない

ことはもとより、広く社会や科学者コミュニティによる評価と批判を可能とす

るために、その科学的根拠を透明にしなければならない。科学研究に携わる者

は、実験・観測等の実施者、共同研究者、研究グループの責任者など立場のい

かんを問わず、説明責任を果たすための具体的な措置をとらなければならない。 

 

３ 科学研究に携わる者の責任は、負託された研究費の適正使用の観点からも

重要である。大学における科学研究を有形無形に支える無数の人々に思いをい

たし、十分な説明責任を果たすことにより研究成果の客観性や実証性を保証し

ていくことは、研究活動の当然の前提であり、それなしには研究の自由はあり

得ない。その責任を果たすことによってこそ、東京大学において科学研究に携

わる者としての基本的な資格を備えることができる。 

 



参 考 
 

行動規範及び規則制定にあたっての総長声明 

 

 

 科学研究は、人類が未踏の領域に挑戦して知の拡大をはかり、その成果を人

類全体が共有して社会に還元することを目的とする活動である。科学研究にお

いて研究者は、科学的手法を用いた研究によって得られた知識を学術論文とし

て公知のものとし、人類共有の資産として蓄積していく。それらの知識は、客

観性や実証性に裏付けられたものであり、同時代もしくは後代の研究者による

追試や評価を可能とするものであるがゆえに、その科学的根拠を科学者コミュ

ニティが自ら保証するものである。 

近代科学の歴史の中で人類が築いて来たこの科学研究の作法にしたがって行

動することは、研究者の活動の自明の前提であり、現代においても研究者の基

本的な行動規準である。また、今日のように、科学研究が細分化し専門化する

状況の中においては、研究者がこうした行動規準を確実に遵守していることを、

より積極的に社会に説明することが求められる。東京大学は大学憲章において

研究の説明責任の重要さを掲げており、東京大学において科学研究に携わる者

はそれを当然の原理としてきている。 

 しかしながら近時、この自明のはずの研究作法が遵守されていないのではな

いかという疑いをよぶ事態が生じていることは、まことに遺憾であると言わな

ければならない。大学は、科学研究を行うとともにそれを次世代に伝えるとい

う教育機関としての責務を負っており、研究にあたっての行動規準は学問の自

由と一体のものとして、きわめて厳格に遵守されなければならない。この規準

に対する違反は大学の存立の根幹を脅かす重大な行為であり、大学がそうした

違反を防止するための自律的な取組みを責任をもって行うことは、大学の自治

の一部である。 

 そこで、このたび、東京大学として、科学研究の基本的な作法を行動規範と

して再確認するとともに、この行動規範を大学が自ら担保するための委員会制

度を規則として定めることとした。こうした行動規範は、東京大学で科学研究

に携わる者すべてが当然に血肉化しているはずのものであるが、万一の違反行

為に対していっそう厳正かつ確実な対応が行われるようにすることが、あえて

ここに明文化することの目的である。 

 今後、研究費の獲得をめぐる競争が激しくなる中でも、科学研究の原点に対

する意識をたえず喚起し、研究者が相互に忌憚なく論じ合える風通しのよい研

究環境を整えることによって、東京大学における科学研究の質をさらに高めて

いくことに努めたいと考えている。 

 


